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変化につよい社会を実現し、中小企業の皆さまと成長していきます

平素より商工中金をお引き立ていただきまして、誠にありがとうござ
います。

商工中金グループは、設立から約90年にわたり、中小企業専門の金融
機関として発展してまいりました。私たちは、「企業の未来を支えて
いく。日本を変化につよくする。」というPURPOSEのもと、中小企
業の皆さまに安心と豊かさを生み出すパートナーとして、持続可能な
成長の実現に向けてともに歩んでおります。

中小企業の皆さまの「想い」から生まれた商工中金は、中小企業のお
客さまの「想い」の実現に向け、これからも変わり続けます。今後の
商工中金の成長にご期待いただけますようお願い申し上げます。

代表取締役社長 関根 正裕
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サステナビリティ推進の歩み
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2010’s 2020’s

気候変動
2019 TCFD提言
 への賛同

気候変動 自然資本
2021 気候変動リスクワーキンググループ設置
2022 カーボンニュートラル目標設定
2023 脱炭素経営コンサルティングサービス開始
2024 GXファイナンス取扱い開始
 ブルーローン取扱い開始

J-クレジット預金取扱い開始
 太陽光オフサイトPPAの導入
 風力由来の再生可能エネルギーの導入
2025 TNFDフォーラムへ参画

全般
2021 ESG診断提供開始
2022 サステナビリティ基本規程策定
 サステナブルファイナンス
 取扱い開始
2023 地域金融機関との連携開始
 インパクト預金取扱い開始
2024 DXファイナンス取扱い開始

人権尊重
2020 幸せデザインサーベイ提供開始
2022 人的資本経営に向けたワーキンググループ設置
2023 ビジネスと人権ワーキンググループ設置
2024 商工中金グループ人権方針策定
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2025年度の主なアップデート

5

全般
• インパクトコンソーシアム、インパクト志向金融宣言への参画

• サステナブルファイナンス目標設定
2030年度までに中小企業向けサステナブルファイナンス
累計実行5,000億円（うち、環境ファイナンス1,500億円）

気候変動
自然資本

• 「気候変動リスクワーキンググループ」を
「気候変動リスク・自然資本ワーキンググループ」に名称変更

• サステナブルファイナンス大賞
（サステナビリティ・サポート賞）受賞

人権尊重 • 株式会社商工中金MIRAIハーベストの設立

ガバナンス • グループチーフオフィサー（CxO）制の導入

2025年度

本邦初の取組みである「J-クレ
ジット預金」が、森林由来クレ
ジットの創出支援と企業の脱
炭素化経営を支援し、サステナ
ビリティ向上に貢献した点が
評価され、サステナビリティ・
サポート賞を受賞しました。

サステナブルファイナンス
大賞の受賞

Topic

グループCEOによる全体統括の
もと、企業変革・デジタル変革
の最高責任者である CTrO・
CDIOと、その着実な実行の前提
となるコンプライアンス・リス
ク管理の最高責任者である
CCO・CROを設置し、商工中金
グループ一体の企業価値向上や、
サステナビリティ・気候変動と
自然資本・人権尊重などの取組
みを強力に推進していく体制を
構築いたしました。

グループチーフオフィサー制
の導入
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90周年の感謝と地域社会との共創

おかげさまで商工中金は、2026年12月に90周年を迎えます。
中小企業のお客さまをはじめとした、これまで商工中金をご支援いただいた様々なステークホルダーの皆さまに感謝申し上げます。

90周年に向けた私たちの取組み

90周年ウォーキングイベント 社員一人ひとりの社会貢献活動推進

PURPOSE「企業の未来を支えていく。日本を変化につよくする。」の
実現にあたっては、最も大切な経営資本である役職員とその家族の心身
の健康こそが重要であると考え、商工中金では、役職員一人ひとりの
健康意識の向上、心身の健康増進、働きやすい環境づくりに取り組んで
おります。

90周年を契機として、これまで以上に、健康で活力ある地域の発展に
貢献すべく、グループの役職員がステークホルダーの皆さまと一体と
なって参加できる様々なイベントを企画しています。

その一環として、DE&Iやヘルスリテラシーを学ぶセミナーのほか、チー
ムで目標の歩数に向けて取り組む「90周年ウォーキングイベント」を開
催することで、楽しく健康づくりを進めます。

90周年という節目を迎えるにあたり、これまで会社を支えていただいた
ステークホルダーの皆さまへの「感謝」を、具体的な行動で示すため、
社員一人ひとりの社会貢献活動を促進します。

この取組みを通じて地域社会とのつながりを深め、ステークホルダーの
皆さまからの信頼を高めることで、将来にわたり持続可能な企業姿勢を
示してまいります。

また、社会貢献活動を通じて、私たちの存在意義を再確認し、社員の
エンゲージメント向上と健全な企業風土の醸成を目指します。

具体的には、環境保全や災害支援、子ども支援などの活動を商工中金
グループの役職員が実施し、その活動人数に応じて、社会課題解決に
資する団体や事業へ寄付を行います。

Topic
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中小企業専門金融機関としてのDNAを深化・発展させ、多くの企業が抱える課題の解決を通じて、
未来を支えていく。

世界が変わりつづけるそのなかで、躊躇なくチャレンジして、勇敢に自分自身を変えていける
社会へ。 安心と安全が揺らいだ時にも、冷静に現状を見つめ、正しく一歩を踏みだせる社会へ。

あらゆる地域の人たちが、自分たちならではの強みを発揮し、豊かさと充実を感じられる社会へ。
私たち商工中金は、変化の先の希望を目指して、お客さまとともにチャレンジするパートナーです。

8

企業理念
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行動の原点（CHUKIN Way）

PURPOSE「企業の未来を支えていく。日本を変化につよくする。」の実現に向けて、
企業理念体系を改訂するとともに、役職員が共有する価値観と行動の原点となる「CHUKIN Way」を制定しました。

「倫理憲章・コンプライアンス行動基準」によるコンプライアンスの遵守を全ての土台と位置づけ、
行動の原点「CHUKIN Way」をもとに「MISSION」を遂行し、「PURPOSE」の実現を目指していきます。

企業理念体系の
改訂
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基本方針

”SPEED”の視点 ～商工中金が独自に定めた、組織・役職員のサステナビリティに対する取組みの基本的な視点

• 環境や社会の様々な課題は、役職員一人ひとりの自分自身の課題であり、職務を通じて、持続可能な社会の実現に貢献することを目指し
ています。

• ”SPEED”の視点を起点に、中小企業のお客さまを含むステークホルダーの皆さまと建設的な対話と相互の理解に努めます。

• 中小企業の金融円滑化に反するような、支援の消極化を画一的に行うことはありません。
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サステナビリティ基本規程

2. 人権の尊重1. 環境への配慮 3. 中小企業のガバナンス向上

全ての事業活動の基盤である地球環境の
安定性に配慮し、気候を含む環境への
負荷低減に積極的に取り組む。

公正な社会秩序の基礎となる人権を尊重
し、全てのステークホルダーと公正
・適正な取引を行う。

事業性評価を起点とする投融資や人材の
派遣を含む顧客支援を通じ、中小企業の
ガバナンス向上に寄与する。

地球環境の保全・保護は人類共通の責務であることに鑑み、
環境に配慮した活動に取り組むにあたっての方針。

人権の尊重は社会的責任を果たす上で、積極的に取り組む
べき重要な経営課題であることに鑑み、社会に配慮した
活動に取り組むにあたっての方針。

① 法令等の遵守
環境に係る諸法令はもとより、商工中金が同意するその他の要求事項を遵
守する。
② 金融サービスを通じた環境保全
全国のネットワークを最大限活かし、国の政策、地方公共団体の施策など
とも連携を図りつつ、金融商品・金融サービスの提供をはじめとする事業
活動を通じ、環境保全・保護に取り組む中小企業団体及び中小企業の事業
活動等を積極的に支援し、社会全体の環境に関するリスクの低減に取り組む。
③ 自らの事業活動における環境負荷の低減
事業活動における資源の消費や、廃棄物の排出による環境への負荷を認識
し、資源循環の取組みや、エネルギーと資源の有効活用を通じ、環境保全
に努める。
④ 役職員への啓発
役職員一人ひとりが環境問題に関する正しい理解と認識を深めるため、環
境に対する啓発に努める。

① 国際規範の尊重
世界人権宣言や国連グローバルコンパクトをはじめとする国際規範を尊重
する。
② 差別の排除
人種、国籍、性別、性的指向、性自認、出身、社会的身分、信条、宗教、
障がい、身体的特徴などを理由とした差別や人権侵害を行わない。
また、間接的にも加担しないように努める。
③ ステークホルダーとの公正・適正な取引
透明性が求められる社会的公器である金融機関の一員として、また地域社
会の一員として、常に社会的責任を自覚し、ステークホルダーと公正・適
正な取引を行うよう努める。
④ 従業員の健康・労働環境への配慮
あらゆる人の人権と多様性を尊重し、ハラスメントや差別のない風通しの
良い職場環境の構築に努める。
⑤ 人権デュー・ディリジェンスの実施及び救済
人権の負の影響を防止・軽減するために継続的な人権デュー・ディリジェ
ンスを行うとともに、人権侵害等が明らかになった場合はその救済に努め
る。
⑥ 役職員への啓発
役職員一人ひとりが人権問題に関する正しい理解と認識を深めるため、人
権啓発研修に取り組む。

環境方針 人権方針
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内部監査会議 コンプライアンス会議

取締役会
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ガバナンス体制

2025年度において、取締役会・経営会議で議論した主な内容は以下の通りです。
気候変動リスクに関する事項は、経営会議において四半期に1回以上議論を行い、
逐次、取締役会へ報告しています。

気候変動リスク・自然資本WG ビジネスと人権WG

＜顧客支援作業部会＞
マーケティング部 他

＜リスク管理作業部会＞
リスク統括部 他

＜店舗改革作業部会＞
業務改革部 他

＜人権デュー・ディリジェンス＞
DE&I推進部、リスク統括部 他

会議体 主な議論内容

監
督

取
締
役
会

• 気候変動リスクへの取組状況（年2回程度）
• DE&I推進・人権啓発活動・人的資本経営に係る報告
（年2回程度）

• 2025年度のトップリスクについて（年5回程度）
• サステナビリティレポートの発行

執
行

経
営
会
議
等

• 気候変動リスクへの取組状況（年4回程度）
• DE&I推進・人権啓発活動・人的資本経営に係る報告
（年2回程度）

• 2025年度のトップリスクについて（年6回程度）
• ネットゼロ目標と移行計画の策定・公表について
• サステナブルファイナンス目標の設定・公表について
• サステナビリティレポートの発行

• サステナビリティに関する機会とリスクの識別、評価及び管理に関する事項を、社長執行役員を議長とする経営会議において年間６回程
度議論し、逐次、取締役会に報告しております。取締役会は、業務運営が全体として適切かつ実効的に機能するよう、重要な業務執行の
決定と取締役及び執行役員の職務の監督を行っています。

• 関連する施策検討については、2021年６月に設置し、2025年４月に名称変更を実施した「気候変動リスク・自然資本ワーキング
グループ」、2022年10月に設置した「人的資本経営に向けたワーキンググループ」、2023年９月に設置した「ビジネスと人権ワー
キンググループ」において、継続的に実施しています。

サステナビリティに関するガバナンス体制 主な議論内容

社 長

統括部署
経営企画部 サステナビリティ推進室

経営会議（四半期に1回以上議論）

•過半数の社外取締役で構成
•取締役のスキルマトリクスにサステナビリティを記載
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（参考）ESG情報

外部評価

健康経営優良法人2025
大規模法人部門

2025 J-Win
ダイバーシティ・アワード
ベーシック部門 準大賞

「プラチナくるみんプラス」認定 東京金融賞2024
サステナビリティ部門受賞

2025年サステナブルファイナンス大賞
サステナビリティ・サポート賞えるぼし認証（２段階目）

PRIDE指標ゴールド
（幸せデザインサーベイ）
はたらくWell-being AWARDS
2025 FR部門

商工中金では、サステナブル経営の普及に向けた社内の取組みを継続的に推進するとともに、サステナブル経営に取り組む企業の裾野拡
大へ貢献してまいりました。こうした取組みが評価され、複数の外部評価をいただいております。



気候変動と自然資本への取組み
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全体

全ての事業活動の基盤である地球環境の安定性に配慮し、気候を含む環境への負荷低減へ積極的に取り組みます。

TCFD・TNFDに基づいた取組み（全体像）

気候変動 自然資本

ガバナンス
•気候変動、自然資本に関する機会とリスクの識別、評価及び管理に関する事項を、社長執行役員を議長とする経営会議に
おいて定期的に議論。逐次、取締役会へ報告。

•社会の重要課題を解決し、持続可能な社会の実現に向けて積極的な役割を果たすため、サステナビリティ基本規程
（P.11）を制定、取締役会にて決議。

戦略

•お客さまの脱炭素に向けた移行・技術開発や、自然資本の保全・回復に関連する資金需要及びソリューション提供機会を認識。
• “SPEED”の視点（P.10）を持った事業性評価を起点に、お客さまとの対話を行い、必要な取組みへの支援を行うことで、
持続可能な社会の実現へ貢献。

•気候変動が商工中金の経営にもたらす機会とリスクに関し
て、定性的・定量的なシナリオ分析を実施。具体的には、
融資ポートフォリオにおける物理的リスク、移行リスクの
影響を分析。

•自然関連リスクが商工中金の経営にもたらす機会とリスク
について分析。具体的には、融資ポートフォリオにおける
セクター別の「依存」と「影響」のリスクを分析。

リスク管理
•「気候変動リスクへの対応」「産業構造の変化」をトップリスクの一つとして認識。
•環境・社会に対し負の影響を及ぼす可能性が高い事業との取引は、「環境または社会に配慮した取組の方針」(P.40)に
沿って対応。

•気候変動・自然資本に起因するリスクを適切に認識し、リスク管理態勢の構築へ取り組む。

指標と目標
• CO2排出量（Scope1、2）
目標：2030年度 50％削減※、2050年度までのカーボンニュートラル※

実績：2024年度 46％削減※

※2013年度比。削減目標は2026年度に見直し予定
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気候変動リスク（移行リスク・物理的リスク）は、多くのお客さまに影響を与え、その結果、商工中金の与信コストが増加するリスクが
あると認識しています。商工中金は、お客さまとともに、気候変動リスクを乗り越え、持続可能な社会の実現に貢献していきます。

特に、信用リスク※1・風評リスク※2は経営上の影響が大きい重要なリスクと考えております。お客さまへのエンゲージメント等を通じた顧客支援や、シナリオ分析等を通じたリスク
管理の強化により、リスクの低減を図ります。

※1 低炭素社会への移行が進む中で、お客さまのビジネスモデルが負の影響を受け、商工中金の与信コストが増加するリスク
※2 気候変動問題への取組や開示が不十分とみなされ、商工中金のレピュテーションが毀損するリスク

自然災害の激甚化や気候の変化によって生じるリスク

急性リスク

お客さまが被災した場合、企業業績に影響を与え、
与信コストが増加するリスク

商工中金が被災した場合、事業継続が困難になる、
あるいは対策・復旧のためのコストが増加するリスク

慢性リスク

• 台風・豪雨・洪水等の風水災の発生

• 平均気温や海水面の緩やかな上昇

熱中症や感染症の増加、生態系の変化等により、
マクロ経済が悪化し、商工中金の与信コストが増加するリスク

低炭素社会へ移行していく過程で生じるリスク

政策・規制の強化

お客さまのビジネスモデルや企業業績に影響を与え、
商工中金の与信コストが増加するリスク

社会的要請の高まり

商工中金において気候変動の取組みや開示が不十分とみなされる
と、レピュテーションが毀損し、資金調達が困難になるリスク

• 炭素税の導入
• 温室効果ガス排出目標
にかかる規制強化

• 気候変動問題への社会的関心の高まり
• 企業に対する取組みや開示の要請

市場・技術の変化
• 再エネ・EV等の新技術の
開発・選択・普及

• 既存製品の陳腐化、需給変化

物理的リスク移行リスク

リスク 気候変動リスク戦略

気候変動によって将来もたらされる社会や環境の変化を想定し、リスクを洗い出しています。
商工中金が想定する気候変動リスクの概要は以下の通りです。

リスクの特定
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戦略

気候変動リスク把握のための取組みとして、気候変動の影響が大きいと認識した業種を炭素関連セクター※1と定義し、
モニタリングを行っています。

※1 GICSコードをもとに、非金融セクターの該当業種を特定。分類方法は今後見直す可能性があります。
※2 2025年3月末残高

セクター 移行リスク 貸出金 比率（％）※2

エネルギー
石油・ガス 高 1.6
電力 高 0.4
（小計） ー 2.0

運輸

陸運 中 8.1
自動車・部品 高 2.9
海運 中 2.2
空運 中 0.1
（小計） ー 13.3

素材・建築物

建設資材資本財 低 8.3
不動産管理・開発 低 6.8
金属・鉱業 高 4.7
化学 中 3.1
（小計） ー 23.0

農業・食糧・林業

飲食・食品 中 4.2
製紙・林業 低 2.0
農業 低 0.3
（小計） ー 6.5

合計 ー 44.8

炭素関連資産
セクター毎の気候変動影響（移行リスク）、商工中金の投融資等の残高を踏まえ、
「自動車・部品」「陸運」「金属・鉱業」「海運」の４セクターを移行リスク分析対象（P.19）に選定しています。

気候変動リスク

シップファイナンス推進チーム
を設置し、船舶固有のノウハウ
蓄積と支援強化を図っています。

他の金融機関との協調支援の態
勢構築も含め、海運セクターに
おける新造船資金の円滑な供給
に取り組んでいます。

環境規制に係る影響が見込まれ
ることを踏まえ、支援体制を強
化し、環境対応船等への対応を
進めてまいります。

シップファイナンスの推進
詳細はP20
詳細はP20

Topic
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戦略

気候変動に対する組織のレジリエンス（強靭性）を高めていく観点で、移行リスクや物理的リスクが顕在化した場合に、事業環境がどの
ように変化し、経営にどのような影響を及ぼすかについて、シナリオ（仮説）を使って分析を行っています。

シナリオ分析①使用シナリオ
移行リスク・物理的リスクのシナリオ分析において、NGFS（気候変動リスク等に係る金融当局ネットワーク）が策定した3つのシナリオ

（Net Zero 2050・Delayed Transition・Current Policies）を使用しています。それぞれのシナリオの世界観は下図の通りです。

Net Zero 2050
円滑・迅速な政策対応・急速な
技術革新により2050年頃にCO2
排出量正味ゼロを目指す。

Delayed Transition
2030年までCO2排出量が減少
せず、2030年以降急速に強力な
政策対応・技術革新が進行。

Orderly:秩序ある移行 Disorderly:無秩序な移行

Current Policies
現状の政策が維持されるシナリオ

+1.5℃ +1.8℃

+3℃超 NGFS炭素価格シナリオ参考

気
温
上
昇

気候変動リスク

0

300

600

900

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

（USD/ｔ）
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戦略

シナリオ分析②移行リスクの分析結果
気候変動影響・ポートフォリオ上のエクスポージャーの大小を考慮の上、セクターを選定し、移行リスクに伴う与信関連費用の増加額を
推計しています。セクター毎の気候変動影響（移行リスク）、投融資等の残高を踏まえ、以下の４セクターを分析対象に選定しています。

分析対象セクター 主な移行リスク

自動車・部品

炭素税の導入

生産・運搬過程
でのCO2排出量
等への炭素税

電動車（EV）への転換に伴う、エ
ンジン部品等のダウンサイジング

「金属・鉱業」セクターにおいて
も、「鋳物業」「打抜プレス加工
金属製品製造業」等、自動車関連
企業を多く内包しており、上記影
響を考慮しています。

金属・鉱業

陸運

低炭素転換を企図した
モーダルシフト
電気トラックへの転換
（車両価格の上昇）

海運

主力運搬物の化石燃料の減少に
伴う運搬物の減少
環境規制強化に対応した船舶への
転換（船価の上昇）

各セクターの移行シナリオに基づき、分析対象セクター対象の融資先毎に
財務内容を推計し、債務者区分の変遷から与信関連費用の増加額を算出し
ています。「自動車・部品」「金属・鉱業」については、融資先の主力製
品（内燃機関・駆動等）の電動車（EV）転換に伴う移行リスクを考慮して
います。

分析対象
「自動車・部品」「金属・鉱業」「陸運」
「海運」の各セクターに属する融資先の内、
直近で債務者区分を有する先。

使用シナリオ NGFSシナリオの内、
Net Zero 2050シナリオを使用。

分析期間 2050年まで

分析結果 与信関連費用：累計800億円程度

分析対象セクターの定性評価 移行リスクの分析結果

気候変動リスク
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自動車部品
製造業

• サプライヤーの事業構造転換に向け、事業戦略
に関するディスカッションを実施し、
トランジション・サポートとして事業戦略の
仮説提案を実施。

• サプライヤーの海外事業展開をサポートすべく、
インド企業との個別マッチングや、商談会を
開催した他、北米・中国等での市場環境を基に
した対話を複数回実施。

• 自動車産業支援チーム（融資部）が、自動車
部品製造業のお客さま600社以上のデータベース
を構築。収集した情報は、移行リスク分析
（P.19）にも活用。

物流業
×

産業DX • 運送業界の取引条件適正化、賃上げを後押しす
るため、商工中金オリジナルのソリューション
として開発したクラウド型車両・採算管理サー
ビス「ロジプッシュ」を提供。

産業戦略部の取組み

• 変化の激しい経営環境に直面する中小企業の皆さまのサポートを拡充するべく、産業構造改革や環境・社会のサステナビリティを巡る
課題に取り組む「産業戦略部」を2024年4月に新設しました。

• 産業構造の変化に直面する中小企業に対して、業界特有の課題を踏まえた革新的な金融支援・DX・GX推進等の伴走支援を展開して
います。

重点サポート分野 2025年度の主な取組み

20

EV化等の大きな環境変化に対する、
自動車サプライヤーの変革支援

人手不足・規制対応等の構造問題
に対する、運輸企業の変革支援

自動車部品製造業 物流業

生産性向上・経営環境変化へ対応
するための各種DXサポート

CO2排出量削減を通じた企業価値
向上を支援する脱炭素経営支援

産業DX GX

GXについてはP.33参照

Topic
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リスク
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戦略

全融資先の中から、所在地情報から台風等による水災により浸水が起き得る先を特定。融資先毎に、水災の発生確率から財務内容を推計し、
債務者区分の変遷及び建物担保毀損額の影響から与信関連費用の増加額を算出しています。

シナリオ分析③物理的リスクの分析結果

水災影響を受ける融資先分布参考

担保毀損額の推計結果参考

分析対象 浸水が起き得る融資先の内、及び、建物に担保設定
している融資先の内、直近で債務者区分を有する先。

使用シナリオ NGFSシナリオの内、Current Policiesシナリオを使用。

分析期間 2050年まで

分析結果 与信関連費用：累計で700億円程度

Delayed Transition

Net Zero 2050

Current Policies

2025 2030 2035 2040 2045 205070

90

110

130

150

気候変動リスク

（億円）
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影響

依存

リスク
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戦略

商工中金が、自社活動を通じて自然資本に依存し、影響を与えるとともに、投融資しているお客さまにおかれましても、
自然資本に依存し、影響を与えていることを認識しており、その結果、商工中金の与信コストが増加するリスクがあると認識しています。

自然資本に依存するリスク・影響を与えるリスク、双方があることを認識しています。
商工中金が想定する自然資本関連リスクの概要は以下の通りです。

リスクの特定

リスクの例示

「依存」のリスク
自然資本が失われた場合、自然資本への依存が大きいと事業継続リスクが高まる

 水資源・生物資源等の「自然資本からの供給」への依存
 洪水等災害制御・土壌保持等の「自然資本がもたらす保全・調整機能」への依存

「影響」のリスク
自然資本への悪影響が大きい場合、負の影響を軽減するための移行リスクが高まる

 GHG排出・大気汚染物質の排出・水及び土壌への汚染物質排出
 陸上生態系の利用・淡水生態系の利用

お客さま（企業）

依存の例

影響の例

投融資を通じたリスク

取引先企業との取引を通じ、自然資本を
毀損させた場合、以下のリスクが生じる。

• 与信コストの増大
• レピュテーションの悪化

事業活動が、自然資本に
どの程度依存しているか

事業活動が、自然資本に
どの程度影響を及ぼしているか

自然資本

水・生物資源・森林・
土壌・生物多様性 等

自然資本への取組み
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戦略

• 自然関連リスク分析ツール「ENCORE」を用いて、セクター毎の自然資本関連の「依存」と「影響」のリスクを分析しました。
• その結果、「依存」については、全般として、水資源の依存度が高い結果となりました。依存リスクの高いセクターの中で残高が大きい

セクターは、「食品・飲料」 「建設」 「飲食・宿泊」となりました。
• 「影響」については、広範な分野で影響を及ぼしている結果となりました。影響リスクの高いセクターの中で残高が大きいセクターは、

「化学」「金属・鉄鋼」「建設」「海運」となりました。

セクター 貸出残高
※ 具体的な対象業種

自然資本からの供給 自然資本による保全・調節機能
生物資源
供給 給水 浄水 水流調節 降雨パタ

ーン調節
地球規模の
気候調節

水害の
軽減

土壌の
保持

製
造
業

食品・飲料 大 食料品製造業全般 H VH H
印刷 印刷関連産業全般 H H
化学 医薬品製造業、医療機械器具製造業が中心 H VH H
金属・鉄鋼 鉄鋼圧延業、伸鉄業、磨棒鋼製造業 H H

非
製
造
業

建設 大 建設業全般 VH H
海運 大 海運業全般 H
飲食・宿泊 大 飲食業・宿泊業全般 VH
病院・介護 病院・介護全般 VH
農業・林業・漁業 農業・林業・漁業全般 VH H VH H VH H VH
採鉱・採石 採石業・砂利採取業が中心 H VH H VH H H H
発電 太陽光・バイオマス・水力・風力が中心 VH H

セクター 貸出残高
※ 具体的な対象業種 GHG排出

GHG以外の
大気汚染
物質の排出

水・土壌へ
の有毒汚染
物質の排出

水・土壌へ
の栄養汚染
物質の排出

固体廃棄物
発生と放出

生活妨害
（騒音・
光害等）

陸上生態系
の利用 水使用量

製
造
業

食品・飲料 肉製品・乳製品・水産食品・清涼飲料製造業 VH
木材・紙 大 木材・木製品製造業全般（半数は紙関係） H H H
化学 大 プラスチック製品製造業、その他化学製品製造業が中心 VH VH
窯業 生コンクリート、セメント製品製造業 他 H H VH
金属・鉄鋼 大 金属製品製造業の大半、及び鉄鋼業 VH H
電気機械 大 電気機械器具製造業他 H

非
製
造
業

建設 大 建設業全般 H VH
海運 大 海運業全般 H H VH
農業・林業・漁業 農業・林業・漁業全般 H H H H H H H
採鉱・採石 採石業・砂利採取業が中心 H H H H
発電 太陽光・バイオマス・水力・風力が中心 H H
廃棄物処理 廃棄物処理業 H H H H

依
存
の
ヒ
ー
ト
マ
ッ
プ

影
響
の
ヒ
ー
ト
マ
ッ
プ

※リスク評価がVH・Hの業種のみを抽出しているため、同じセクターであっても「依存」と「影響」で貸出残高の評価が異なるケースあり。

自然資本への取組み
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機会 サステナブル経営支援
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戦略

商工中金は、「持続可能な社会の実現」を重要な経営課題として認識し、「中小企業経済圏」（※）の参加者とともに「集めて」、
「つなげる」サステナブル経営支援を提供し、「価値を創る」ことで、持続可能な社会の実現に貢献していきます。

社会的インパクトの創出
圏参加者の付加価値向上

サステナブルファイナンス

環境負荷の低減

診断サービス（ESG診断他）

インパクト預金・J-クレジット預金

脱炭素経営支援地域金融機関とのネットワーク

未来を担う世代との共創

中小企業支援機関との連携
業界別課題へのアプローチ

お客さまを取り巻く外部環境や経営課題の変化に対応し、
「中小企業経済圏」の確立・活性化を通じて、圏の参加者の価値向上に貢献し続けます。

サステナブル
経営支援

※「中小企業経済圏」とは、中小企業に関わる様々な関係者が集まり・つながり・価値が生まれるオープンな社会

つなげて

価値を
創る

個人支援者

大学・高専・研究機関

中小企業
ファンド

組合

行政機関

企業の
従業員

中小企業支援団体

地域金融機関 スタートアップ
NPO

業界団体

グローバル企業
大企業

シリコンバレー

グローバル
(インド・アフリカ等)

集めて
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総合スコア 分類別スコア

項目 標準スコア GAP ※評価

ガバナンス 6.0 7.5 -1.5 B

4.5 S

7.0 7.5 -0.5 B環境

社会 12.0

貴社

7.5

A2.522.525.0総合スコア

※評価
S

12点以上
ABC

5点未満 5～8点未満 8～12点未満

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%
方針・訴求

エネルギー対応

廃棄物
リサイクル対応

緊急時対応

社会・地域
への対応

労務環境組織環境

コンプライアンス
体制

経営管理体制

財務・会計
管理体制

労務管理体制

社会スコア

環境スコアガバナンススコア

自社スコア・・・・・・・
標準スコア・・・・・・・

機会 診断サービス

25

戦略

商工中金独自の診断ツールの提供により、お客さまと企業価値向上のための対話を進めています。

ESG診断 DX・ITサーベイ

ESGの取組み状況を、
「見える化」し課題
を 抽 出 す る た め の
無料診断ツール

DX・IT化の状況と課題を明
らかにし、解決策を対話す
るための無料診断ツール

財務診断サービス 幸せデザインサーベイ

財務面の特徴・課題を把握
するための無料診断ツール

従業員と企業の関係を会社全体
の幸せ（幸福度）として可視化
する有償サーベイ

サーベイ実施後の取組みとして
アクションプランの策定や実行
をフォローするワークショップ
も各種提供
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インパクト

戦略 機会
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当金庫は、持続可能な社会に貢献するための投融資として、サステナブルファイナンスへ積極的に取り組んでいます。

サステナブルファイナンス①

社会全体のサステナビリティ向上

環 境 社 会 経 済

2,570億円（2022～2025年度上半期）
サステナブルファイナンス

実績（累計実行額）

サステナブルファイナンス

お客さまの経営支援

持続可能な社会実現への貢献

ステークホルダー

サステナビリティ経営の強化・企業価値向上

ステークホルダーとの共感・関係強化

仕入/販売先

従業員

地域関係者お客さま
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戦略 機会
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サステナブルファイナンス②

ポジティブ・インパクト・
ファイナンス（PIF）

グリーンローン／
ソーシャルローン／

ブルーローン
サステナビリティ・

リンク・ローン（SLL）
災害対応型

コミットメントライン※

概要

企業活動が環境・社会・経済
に対して与えるインパクト
（ポジティブ/ネガティブな
影響）の包括的な分析・評価、
サステナビリティに関する目
標設定とモニタリング、及び
資金供給を通じ、企業価値を
総合的かつ持続的に高めてい
くことを企図した「伴走支援
型融資」です。

グリーンプロジェクト、ソー
シャルプロジェクト、ブルー
プロジェクト（明確な環境改
善効果または社会課題解決効
果のある事業・設備投資）を
サポートする融資です。

サステナブル経営を目指すに
あたって重要な目標となるサ
ステナビリティ・パフォーマ
ンス・ターゲット（SPTs）を
設定し、コンサルティングの
提供などを通じて、その達成
に向け支援を行う「伴走支援
型融資」です。

大規模自然災害発生時にも安
定した資金調達を可能とする
コミットメントラインです。
大規模自然災害発生時の BCP 
対策として、円滑な資金調達
手段を確保することで、事業
の持続性向上をサポートする
融資です。

外部
評価

国連環境計画金融イニシアチ
ブ（UNEP）のポジティブ・
インパクト金融原則に準拠し
ています。商工中金及び商工
中金経済研究所がインパクト
評価書を作成し、セカンドオ
ピニオンとして株式会社日本
格付研究所より第三者意見書
を取得しています。

商工中金がフレームワークを
策定し、本フレームワークに
則って実施される融資が各国
際原則等に適合していること
について、株式会社日本格付
研究所より第三者意見書を取
得しています。

商工中金がサステナビリティ
・リンク・ローンフレーム
ワークを策定し、本フレーム
ワークに則って実施される融
資が各国際原則等に適合して
いることについて、株式会社
日本格付研究所より第三者意
見書を取得しています。

ー

※一般的なコミットメントラインでは、震災等の大規模災害時には金融機関の貸付不能事由とされているため、企業にとって大規模災害発生直後の資金確保に困難が生じる可能性が
あります。一方、災害対応型コミットメントラインは、一定規模以上の震災等について金融機関の貸付不能事由から除外した契約となっているため、震災等の異常事態発生時も含め
て、融資枠の範囲内であれば、あらかじめ定められた条件に基づき迅速な資金調達が可能となります。

主なサステナブルファイナンス
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戦略 機会
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サステナビリティの観点で伴走支援を行い、お客さまの持続可能な取組みをサポートしていきます。

サステナブルファイナンス※ 実績及び目標(累計実行額） グリーンローン、ソーシャルローン、ブルーローンの使途

PIF
500

サステナブルファイナンス③

これまでの融資実行額割合（2025年度上期時点）

※プロジェクトの詳細については、商工中金HPをご確認ください

プロジェクト別では、グリーンローンの「再生可能エネルギー」が
最大です。

ソーシャルローンにおいては、「医療」が最大となっています。

2,210 
2,570 

5,000 

870 1,043 
1,500 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

FY2024 FY2025/
上期

FY2030
目標

(億円) ■サステナブルファイナンス ■うち環境ファイナンス※※

環境や社会へ配慮したお客さまの事業活動を積極的に支援することを通
じ、持続可能な社会の実現に向けて先進的な役割を果たすことを目指し
ています。引き続き目標達成に向けて、取り組んでいきます。

39%

3%
8%

4%

30%

1% 8%

2% 2% 1% 0% 2%
再生可能エネルギー
省エネルギー
汚染の防止と管理
クリーンな運輸
グリーンビルディング
グリーンその他
医療
子ども
高齢者
障がい者
ソーシャルその他
海洋再生可能エネルギー

*グリーンローン、ソーシャルローン、ブルーローン、サステナビリティ・リンク・
ローン、トランジションファイナンス、ポジティブ・インパクト・ファイナンス、
サステナブルファイナンスに準ずる設備資金、災害対応型コミットメントライン等
**グリーンローン、サステナビリティ・リンク・ローン（環境KPIを設定しているも
の）、ポジティブ・インパクト・ファイナンス（環境KPIを設定しているもの）、サ
ステナブルファイナンスに準ずる設備資金（グリーン使途であるもの）
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2025年
サポート事例

戦略 機会

29

中小企業が取り組む様々なテーマへ対応すべく、サステナブルファイナンスを拡充しています。

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
種
類

北陸貨物運輸株式会社（石川県）は、石川県を拠点に一般
貨物やセメント、LPガス輸送などを手掛けています。商工
中金は、経営に必要な資金を、DXファイナンスを活用して
サポートしました。経済産業省の認定制度「DX認定」の取得
をSPTとして設定し、本プロジェクトに取り組むことで、
デジタル技術を活用し、経営の持続可能性を高め、社会的
価値の向上を実現していきます。

株式会社小島組（愛知県）は、愛知県を拠点に浚渫工事等の
海洋土木工事を手掛けています。商工中金は、洋上風力発電の
ケーブルを海底に敷設する船に搭載される水中ドローンなどの
専用設備の導入を、ブルーローンを活用してサポートしました。
この設備の導入により、洋上風力発電の建設を後押しし、再生
可能エネルギーの創出に貢献します。

ブルーローン DXファイナンス

サステナブルファイナンス④

災害対応型
コミットメント

ライン
災害対応型

コミットメントライン

資金使途
特定 グリーンローン ブルー

ローン ソーシャルローン

PIF ポジティブ・インパクト・ファイナンス（PIF）

SLL GX
ファイナンス

DX
ファイナンス

主な
インパクト領域

カーボン
ニュートラル

サーキュラー
エコノミー 海洋・淡水

環 境

地域経済 労働生産性DE&I 社会インフラ 雇用確保

社 会 経 済
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KPI設定数 KPI設定例

2 国際フェアトレードの取組み

90 食糧保管倉庫の拡大、食品輸送新拠点の売上増加

262 労働災害ゼロ、健康経営優良法人認定の取得、
有給取得日数増加、グループホームの拠点増加

207 従業員の多能工化、資格取得支援制度の拡充、
有資格者の増加

153 女性管理職比率の増加、女性従業員比率増加、
障がい者雇用の増加、外国人実習生の受入

43 生簀の清掃管理（養殖業）、
調整池の管理・水質調査の適正実施

267 太陽光発電設備導入、LED比率増加、
バッテリーフォークリフト比率増加

1,754 幸せデザインサーベイ、新拠点/新事業の売上増加、
地域雇用創出、年間時間外労働の削減 等

KPI設定数 KPI設定例

368 歩留まり率改善、半導体精密加工事業への新規
参入・売上増加、バイオガス発電事業への参入

477 女性従業員比率増加、Pマーク等公的認証取得、
人権DDに関する勉強会を実施

217 住宅設備の新商品開発、
EV・自動運転関連部品の受注増加

447 廃棄物発生量の削減、エコ商品の売上増加、食物残渣
を再利用、廃棄物受入量増加（リサイクル企業）等

435 CO2排出量の可視化・削減、BCP計画策定、
ISO14001取得

21 浮き素材変更（海洋汚染防止-養殖業）

23 FSC認証紙を使用した印刷物販売増加

17 国際フェアトレードの取組み、
情報への公共アクセス、データプライバシー

19 官民連携による海洋プラスチックごみ対策の
研究開発

（2025年12月末時点）

PIF（ポジティブ・インパクト・ファイナンス）を通じてお客さまとKPIを設定、これらのKPI達成を通じて、環境・社会へのインパクト
創出へ取り組んでいます。

374社、4,800件以上（2025年12月末時点）
PIFを通じた
KPI設定数

幸せデザインサーベイに関するKPI

140件以上
CO2排出量に関するKPI

75件以上

サステナブルファイナンス⑤
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戦略

地域経済の活性化と雇用創出に貢献していくため、サステナブルファイナンス業務における地域金融機関との連携・協力を行っています。

全国1４機関と連携協定締結（2025年12月末時点）
サステナブルファイナンス

における連携・協力

連携イメージ 全国の連携・協力金融機関

地域の中小企業の金融ニーズに対して、それぞれの機能や特性を活かし
ながら相乗効果を発揮し、中小企業の価値向上に貢献していきます。

地域金融機関

中小企業・組合

•専門的なノウハウ・
ソリューション機能

•中立性・国内外の
ネットワーク

•地域における
幅広い顧客基盤

•地域内の豊富な
情報・ネットワーク

企業価値向上

地域経済活性化
地 域

顧客支援における連携
機能の相互活用

戦略分野における協力

（2025年12月末時点、五十音順）

北洋銀行

仙台銀行

埼玉縣信用金庫
横浜信用金庫

熊本第一信用金庫
南日本銀行

北伊勢上野信用金庫
桑名三重信用金庫
大光銀行
碧海信用金庫※

京都中央信用金庫
大垣西濃信用金庫

愛媛銀行
高知銀行

※PIF業務における連携・協力協定を締結しています。
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機会 地域金融機関とのネットワーク②
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戦略

双方のネットワークを活用しながら、中小企業のサステナブル経営への取組みと円滑な資金調達をサポートしております。

熊本第一信用金庫との連携 地域金融機関向け勉強会

商工中金は、中小企業の持続的成長をサポートするため、2024年3月に、
熊本第一信用金庫と「サステナブルファイナンス業務における連携・
協力に関する覚書」を締結しました。

この提携を契機に、地域金融機関の経営層だけでなく職員とも継続的な
対話を重ね、地域のニーズや課題を共有し、解決に向けた取組みを進め
ています。

具体的な取組みとして、約100名の熊本第一信用金庫職員を対象に勉強
会を開催し、サステナブルファイナンスに関する知見を共有しました。

さらに、ポジティブ・インパクト・ファイナンスを適用した協調融資を
3件実施しました。お客さまの事業における「環境・社会・経済」への
取組みを両金庫で分析・評価し、KPIを設定した上で、融資を行い
ました。

融資後も、両金庫が伴走しながらKPIの進捗を定期的にモニタリングし、
目標達成に向けた伴走支援を継続しています。金融の力で地域の持続
可能な成長を後押ししてまいります。

商工中金は株式会社日本金融通信社主催の地域金融機関向けのウェブセ
ミナーに協賛及び登壇を行いました。

本セミナーは二部構成で、前半では商工中金が取り組むサステナブル
ファイナンスの基本方針や実績、地域金融機関との連携方針について
紹介しました。

後半では、熊本第一信用金庫、商工中金熊本支店、商工中金ビジネス
企画部の三者によるパネルディスカッションを通じて、業務提携に
至った背景や、提携後のお客さまへの協調支援の具体的な事例について
意見交換を行いました。

事例紹介

取
引
先

商工中金
（案件アレンジ･融資実行）

熊本第一信用金庫
（融資実行）

商工中金経済研究所
（評価･モニタリング）

日本格付研究所
（JCR）

評価書確認
協調アレンジ

業務提携
案件相互紹介

インパクト
評価受託

第三者意見書申込・提出
包括分析結果、KPI協議
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お客さま
環境コンサル
各種メーカー

支援機関
システムベンダー 連

携
ご
提
供

資金調達情報共有

CO2
可視化

CO2
削減策

脱炭素経営
立ち上げ

製品CO2
算定

機会 脱炭素経営支援①
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戦略

計画策定 情報開示脱炭素経営スタートプログラム
（社員様向け勉強会）

可視化システム紹介
Scope３算定

お客さまと1対1での対話・共感
団体（組合等）勉強会への登壇

削減目標・計画策定
SBT認証取得

カーボン・フット・プリント（CFP）算定

提携BM（削減ソリューション提供）

ポジティブ・インパクト・
ファイナンス（PIF)
資金使途特定型サステナブル
ファイナンス
GXファイナンス

他社取組事例紹介
HP開示

お客さまの中長期的な企業価値と持続可能な社会の実現のため、
中小企業のカーボンニュートラル促進に向けた取組みを積極的にサポートしています。
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機会 脱炭素経営支援②
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戦略

中小企業のカーボンニュートラル促進に向けた取組みを積極的にサポートしています。

川崎岐阜協同組合（岐阜県） 株式会社ケイ・ティー（福岡県）

商工中金は、中小企業の脱炭素化を金融面・知見面から支援するため、
お客さま向けにカーボンニュートラルに関する勉強会を開催しています。

川崎重工業の航空機器部品関連の協力企業を中心に組織される川崎岐阜
協同組合では、部品サプライヤーとしてカーボンニュートラル対応の
必要性が高まっています。こうした状況を踏まえ、組合員の環境への
取組みを推進するため、同組合のCN部会にて組合員向け勉強会を企画い
たしました。

商工中金は、この勉強会の開催を支援し、カーボンニュートラルの潮流
やSBTをはじめとする外部認証制度、その申請手続きについて説明する
とともに、省エネルギーに関する具体的な取組み事例について、提携先
も交えて議論しました。

これらの取組みが、組合員の皆さまがカーボンニュートラルに向けた
対応をご検討いただく機会となりました。

九州や関西で飲料や生活雑貨を運送する株式会社ケイ・ティーは、業界
勉強会で他社の脱炭素の取組みを知り、情報収集開始。

自社の環境対応が荷主企業の環境対応への貢献となり、企業価値向上に
つながると認識し、脱炭素の取組みを開始しました。

商工中金は、経営者との対話を通じて綿密な事業性評価を行い、強みと
課題を分析。企業価値向上に必要な資金をGXファイナンスで融資すると
ともに、中小企業版SBT認証の支援を行いました。

具体的には、CO2排出量データの分析、削減目標の策定、SBT認証の
申請手続きをサポートするなど、脱炭素化を伴走支援し、企業価値の
向上を後押ししました。

今後は多排出項目であるScope1の削減策について、情報提供を積極的に
進めてまいります。

事例紹介
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中小企業のカーボンニュートラルに関する意識調査

全国の中小企業のお客さま（約4,100社）を対象に、カーボンニュートラルに伴う各事象についての影響や具体的な方策、課題等につい
てアンケート調査を実施しました。本調査を通じて、カーボンニュートラルの影響を把握し、お客さまとの対話を進めていきます。

カーボンニュートラルの影響を受けていると実感している企業は全体の
75.6%におよびました。

過去調査（2021年、2023年実施）と比較すると、カーボンニュートラ
ルに関して「好影響」と回答する企業の割合は増加し、「悪影響」と
回答する企業の割合は減少していることが確認されました。

方策の実施・検討に至った動機としては、「エネルギーコストの削減」
を挙げる割合が最も高くなりました。

製造業では、「外部からの要請」を挙げる割合が比較的高い傾向が見ら
れました。
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カーボンニュートラルの影響への

方策実施・検討の動機

本調査についての詳細はこちら

Topic

https://www.shokochukin.co.jp/report/data/assets/pdf/futai202510.pdf
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機会 預金を通じたインパクト創出①
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戦略

金融を通じて社会全体のサステナビリティ向上を目指しています。

お申込み 累計668億円以上（2025年12月末時点）
インパクト預金、
J-クレジット預金

国内初！J-クレジット預金

満期時元本に応じて、J-クレジット（森林由来クレジット）によるカーボン・オフセットを付与する法人向け定期預金です。

預金者の皆さまは、預金を通じて間接的に国内の森林管理へ貢献することができます。

本預金を通じて、J-クレジットの普及、国内の森林維持への貢献を目指しています。

預金者
（中小企業他）

J-クレジット預金※1

J-クレジット
（カーボン・オフセット）

（注）最新の募集状況については、商工中金HPをご確認ください

Ｊ-クレジット創出者※2

森林を保有する
中小企業等

融資先企業

融資

J-クレジット
購入

「J」の形は木の幹と影を表し、太陽に照らされて育
つ木を象徴しています。預金を通じて森を増やし、
未来を育む想いを込めました。

※１ ロゴの作成

J-クレジット預金（令和6年度募集分）に活用するJ-クレジットと
して、北海道庁、公益財団法人秋田県林業公社、株式会社栃毛木材
工業（栃木県）、株式会社江間忠ホールディングス（東京都）、中江
産業株式会社（大阪府）、須山木材株式会社（島根県）、中国木材株
式会社（広島県）より創出された森林由来クレジットを合計1,000ｔ
調達いたしました。

※２ J-クレジット創出者
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機会 預金を通じたインパクト創出②

37

戦略

インパクト預金（令和7年度募集分）
お預入れいただいたお客さま

令和7年度募集分については、
144社のお客さまより
計147.5億円をお預入れいただきました。

インパクト預金を原資として、今後も中小企業のサステ
ナビリティへの取組みを支援し、環境・社会へのインパ
クト創出へ取り組んでいます。

インパクト預金の最新募集状況については、商工中金の
HPをご確認ください。

インパクト預金

PIF（ポジティブ・インパクト・ファイナンス）へ充当
する法人向け定期預金です。

本預金を、商工中金が行うPIF（ポジティブ・インパ
クト・ファイナンス）へ充当することで、 サステナブル
経営を行う全国の事業者に対し適切な資金供給を行い、
社会へのインパクト創出を目指しています。

預金者 融資先企業
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未来を担う世代への取組み

未来を担う学生に向けて「持続可能な世界」を目指すための学習をサポートしています。

大学生と店舗戦略について考えるプロジェクト 金融教育への取組み

商工中金は、未来を担う学生とともに、社会や地域の課題解決に向けて、
銀行や事業会社の経営戦略や店舗戦略がどうあるべきかを掘り下げ、
学ぶ機会を提供しています。

2025年6月より大分大学経済学部（大分県）との共同プロジェクト
「銀行の店舗戦略について考えるプロジェクト」を開始しました。

この取組みでは、社会や地域の環境分析や社員による銀行業務や業界
環境をテーマにした講義、店舗の見学や社員との意見交換を継続的に
実施しました。

プロジェクトの集大成として、学生は自身の考えた商工中金の経営
戦略・店舗戦略をプレゼンテーションし、その内容について社員と活発
な議論を交わしました。

商工中金は、未来を担う学生に向けて金融に関連した学習機会を提供
しています。

「貯蓄から投資へ」という時代背景や学習指導要領の改訂により、金融
経済教育の必要性が高まる中、商工中金は小学生を対象とした金融教育
の出前授業を行っています。

2025年11月には、大岱小学校（東京都）で出前授業を行い、経済や
社会の仕組み、モノの価値、お金との付き合い方を学べる体験型授業を
提供しました。

銀行業務、業界研究、マーケット分析など銀行業界のことを掘り下げることが
でき、金融や銀行業界の理解が進みました。

銀行戦略検討にあたり、「社会に対してどんな価値提供ができるか」が大切
だと認識することができました。

店舗見学やプロジェクトを通じて、銀行というともっと堅いイメージがあり
ましたが、思った以上に自由な雰囲気で印象が変わりました。

参加学生の声

商工中金の
金融機関としての
機能などを紹介

ボードゲームを
通じてお金との
付き合い方を体験

Topic
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リスク管理 トップリスク運営

• 経営陣による議論のもと、経営への影響が特に大きいと考えられるリスク事象をトップリスクとして認識する「トップリスク運営」を
導入しています。決定したトップリスクについて、対応方針を定め、モニタリングを行う等、リスクの顕在化に備え機動的な対応が可能
となるリスクマネジメントを実施しています。

• 「気候変動リスクへの対応」「産業構造の変化」をトップリスクの一つとして認識し、取組みを進めています。

トップリスクの決定 トップリスク

取締役会において、半期ごとに、当金庫を取り巻くリスク事象を選定する
とともに、経営への影響度や対応策の十分性を勘案したリスクマップを活
用して、トップリスクを決定しています。

対策の実効性が十分 対策の実効性が不十分

影
響
が
大
き
い

影
響
が
小
さ
い

経
営
へ
の
影
響
度

マネージメントコントロール度

モニタリング
するリスク トップリスク

モニタリング
するリスク

当金庫グループのビジネス戦略に関するリスク

DXに関するリスク

人財の確保・育成

産業構造の変化

気候変動リスクへの対応

大規模自然災害の発生

サイバー攻撃に関するリスク

マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策の不備

（2025年12月末時点）

地政学リスク・経済安全保障
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リスク管理 投融資等に対する基本的考え方

環境（気候変動及び自然資本・生物多様性を含む）・社会（人権尊重を含む）に対して、
負の影響を及ぼす可能性が高い事業への対応方針を定めています。

環境または社会に配慮した取組の方針

商工中金としては、確認の結果、環境・社会に対し負の影響を及ぼ
す可能性が高い事業との取引については、取組方針を定め、それに
従って対応をしていきます。

具体的には、環境・社会に対し、重大な負の影響を及ぼす可能性が
ある右記の①～③については、取引を行いません。

なお、環境・社会に対し負の影響度がある「石炭火力発電事業」
「森林伐採事業」「パーム油農園開発事業」については、事業内容
について十分な確認と対話や働きかけを行い、その結果をもとに、
対応を検討していきます。

投融資等の取引を行わない事業

①非人道兵器の製造を行っている事業
クラスター弾は非人道的な兵器として国際社会から認知されています。
また、核兵器、生物・化学兵器、対人地雷は、クラスター弾同様に人道
上の問題が大きいと認識しています。こうした認識のもと、これら非人
道兵器の製造行為に対する投融資等の取引は行いません。

②児童労働・強制労働・人身取引を行っている事業
商工中金は世界人権宣言をはじめとする国際規範を尊重しております。
責任ある企業活動を促進し、国際社会を含む社会全体の人権保護に貢献
していく観点から、特に、搾取的労働慣行には加担すべきではないと認
識しています。こうした認識のもと、児童労働・強制労働・人身取引を
行っている事業に対する投融資等は行いません。

③生態系維持・世界遺産保護等の観点から問題がある事業
複雑で多様な生態系が支え合い、食料や水、気候の安定等の恵みがもた
らされています。生態系を支える生物多様性に配慮し、自然環境等の維
持・保全に努めていくことが重要と認識しています。こうした認識のも
と、以下に該当する事業については投融資等を行いません。

• ラムサール条約指定湿地に負の影響を与える事業
• ユネスコ指定の世界遺産に負の影響を与える事業※1

• ワシントン条約（国内法では種の保存法）に違反する事業※2

※1 当該国政府及びUNESCOから事前同意ある場合を除く
※2 各国の留保事項は配慮する
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CO2削減目標を設定し、環境負荷低減のための取組みを進めています。
排出量については、Scope1,2及びScope3のカテゴリ1、2、3、6、7、15を算定しており、2024年度の算定結果は一般財団法人
日本品質保証機構による第三者検証を受けています。

2030年度 50％削減※、2050年度までのカーボンニュートラル
CO2排出量

（Scope1、2）
削減目標

※2013年度比

Scope１、２排出量 Scope３排出量

これまで店舗統合・移転や、照明LED化により購入電力を抑制。

2024年度は、太陽光オフサイトPPAと、風力由来の再生可能エネルギー
の導入により、CO2排出量を削減。今後も、目標達成に向けた取組みを
継続していきます。

今後、算定範囲の拡大や精緻化に向けて、継続的に取り組んでいきます。

国際的な基準に対する議論が進む中において、現在の算出手法について、
将来変更する可能性があります。

• Cat1-3,6,7については2024年度の活動量を基に、「サプライチェーンを通じた温室
効果ガス排出量算定に関する基本ガイドラインVer2.7（環境省、経済産業省）」に基
づき試算しています。

• Cat15についてはビジネスローンを算出対象とし、PCAF「グローバルGHG計測・報告
スタンダード」に沿って試算しています。持分比の分子は2025年3月31日融資残高と
し、分母は、商工中金保有財務情報等を利用して算出しています。

• ビジネスローン先のうち、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく公表制度（環
境省）対象の融資先（約11％※）については、当該制度による公表データを利用して
試算しています。それ以外のビジネスローン先（約77％※）については、公表データ
と商工中金保有情報から、業種別の売上当たり排出量を推計、排出原単位を設定し、
商工中金持分比を乗算して試算しています。※投融資全体に対する残高割合

15,279 
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2013年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

Cat1 購入商品 25,631

Cat2 資本財 63,179

Cat3 エネルギー関連 1,623

Cat6 出張 604

Cat7 通勤 1,069

Cat15 投融資 6,715,758

（t-CO2）

2013年度比
46％削減

（t-CO2）

• 2023年度以前は「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する
法律」（省エネ法）の定期報告におけるScope１（直接）、Scope２（間接）のCO2排出
量を計上しています。2024年度よりGHGプロトコルに基づき算出、Scope２（電力）に
ついてはマーケット基準で算出しています。

指標と目標 CO2排出量
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人権尊重への取組み（全体像）
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人権尊重の考え方・コミットメント(P.44)

人権尊重への取組み（全体像）

公正な社会秩序の基礎となる人権を尊重し、全てのステークホルダーと公正・適正な取引を行います。

救済メカニズムの構築（P.51）

商工中金グループは、事業活動が与え得る人権への負の影響を防止または軽減するために「グループ人権方針」（P.45）を定め、
適切な人権デュー・ディリジェンスを行うよう努めます。

相談窓口の整備、対応

人権尊重のためのアプローチ

人権デュー・ディリジェンスの取組みの中で、特定した負の影響への対応・モニタリングとして、以下の対応を行っています。

お客さまの人権の尊重、協調（P.49）役職員の人権の尊重（P.46）

DE&Iの推進

法令遵守、ハラスメント防止

定期的な人権啓発研修（社員に向けた「障がい者
に対する合理的配慮」に関する啓発強化）

金融サービスを通じた取組み

個人情報保護の取組み

「環境または社会に配慮した取組の方針」に
基づいた対応（P.40）

サプライヤー（購買先、外部委託先）
との協調（P.50）

公正・適正な取引

人権尊重への理解と協力

外部データを活用したスクリーニング
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人権尊重の考え方・コミットメント
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商工中金グループは、社会的責任を果たす上で人権の尊重を積極的に取り組むべき重要な経営課題と認識し、
事業活動の全てにおいて、人権尊重の責任を果たす努力を行うことを約束します。

グループ人権方針の制定 人権デュー・ディリジェンスのプロセス

2024年4月に国際規範に沿った「商工中金グループ人権方針」を制定し
ました。社外有識者によるレビュー、経営会議及び取締役会での審議を
経て決定しています。

事業活動が与え得る人権への負の影響を防止または軽減するために、適
切な人権デュー・ディリジェンスを行うよう努めます。

特定・評価した負の影響について、防止または軽減するために、適切な
取組みを行っていきます。

尊重する人権

• 「世界人権宣言」「ビジネスと人権に関
する指導原則」等、人権に関する国際規
範を尊重します。

• 事業活動を行う地域で適用される法律等
を遵守するとともに、国際的な規範等と
当該地域の法令等との間に矛盾がある場
合、国際的な規範等を尊重するための方
法を追求します。

適用範囲

• 本方針は、商工中金グループの全ての役
職員に適用されます。また、本方針をお
客さまやサプライヤー等、各ステークホ
ルダーの皆さまに共有し、本方針の主旨
をご理解いただくよう、努めます。

ガバナンス

• 人権尊重に関する取組みは、経営会議等
において定期的に意思決定した上で、取
締役会に報告をし、監督します。

• グループ内外の環境変化を踏まえて、必
要に応じた見直しを行います。

グループ人権方針

救済メカニズムの構築

人権デュー・ディリジェンス

継続的な
PDCA

1負の影響の
特定・評価 2負の影響の

防止・軽減

4情報開示 3取組みの
実効性の評価



サステナビリティに対する考え方 気候変動と自然資本への取組み 人権尊重への取組みはじめに

グループ人権方針（全文）
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商工中金グループは、社会的責任を果たす上で人権の尊重を積極的に取り組むべき重要な経営課題と認識し、
事業活動の全てにおいて、人権尊重の責任を果たす努力を行うことを約束します。

１. 方針
商工中金グループは、「世界人権宣言」、「ビジネスと人権に関する指導原則」等、

人権に関する国際規範を尊重します。また、事業活動を行う地域で適用される法律等を
遵守するとともに、国際的な規範等と当該地域の法令等との間に矛盾がある場合、国際
的な規範等を尊重するための方法を追求いたします。

２. 人権方針の適用範囲
本方針は、商工中金グループのすべての役職員に適用されます。また、本方針をお客

さまやサプライヤー等各ステークホルダー皆さまに共有し、本方針の主旨をご理解いた
だくよう、努めてまいります。

３. 役職員の人権の尊重
商工中金グループは、一人ひとりが多様な価値観を尊重し、お互いを認め合い、自由

に意見を言い合える対等な関係を構築し、働きがいのある職場づくりと風通しの良い組
織風土を醸成することに努めます。また、あらゆる事業活動において、人種、民族、宗
教、国籍、出身、信条、年齢、障がいの有無、性別、性的指向や性自認等を理由とした
差別や、人間の尊厳を傷つけるいかなるハラスメントも容認しません。
商工中金グループは、雇用や就業におけるあらゆる差別の解消・撤廃に取り組むほか、

結社の自由および団体交渉権を尊重します。また、労働基準法をはじめとする法令に従
い、過重労働の抑制に努め、役職員が健康かつ安全に働ける職場作りに努めます。

４. お客さまとの協調
商工中金グループは、すべてのお客さまの人権を尊重し、公正で責任あるサービスを

提供します。
商工中金グループは、中小企業の金融の円滑化を目的とする金融機関としての役割を

常に意識し、お客さまとの建設的な対話と相互の理解に基づき、人権に対する負の影響
を確認しその縮小に向けた対応策実施の働きかけを行うよう努めます。
なお、お客さまの経営資源及び事業内容、並びに取引先を取り巻く事業環境の変化に

適したソリューションを提供し、中小企業の金融円滑化に反する支援消極化を画一的に
は行いません。

５. サプライヤー（購買先、外部委託先等）との協調
商工中金グループの事業活動は、サプライヤーの協力により支えられています。
商工中金グループは、すべてのサプライヤーの人権を尊重するとともに、公正・適正

な取引に努めます。主要なサプライヤーに対し、本方針を共有し、人権尊重への理解と
協力を求めていきます。サプライヤーとの取引関係を通じて人権侵害が生じるおそれが
ある場合は、建設的な対話と相互の理解に基づき、ともに協力して適切に対応するよう
努めます。

６. 人権デュー・ディリジェンス
商工中金グループは、事業活動が与え得る人権への負の影響を防止または軽減するた

めに適切な人権デュー・ディリジェンスを行うよう努めます。

７. 救済メカニズム
商工中金グループは、役職員や、提供する商品・サービスが人権に対して負の影響を

引き起こした、あるいは負の影響を助長したことが明らかになった場合は、適切に対応
し、その救済に努めます。
また、商工中金グループの事業・サービスを通じて人権に対する負の影響に直接関連

していた場合にも、お客さまやサプライヤーとの建設的な対話と相互の理解のもと、適
切な働きかけを行うことにより、負の影響の防止・軽減に努めます。
相談を受付する窓口としては、お客さまをはじめとするステークホルダーからは、店

頭、電話、ホームページ等、社員等からは内部・外部の相談窓口を通して相談を受け付
け、適切な対応を講じるよう努めます。

８. ガバナンス
商工中金グループでは、人権尊重に関する取り組みは、経営会議等において定期的に

意思決定した上で、取締役会に報告をし、監督します。

９. ステークホルダーとの対話
商工中金グループは、本方針に基づく取組みにおいて、関連するステークホルダーと

の対話や協議により、人権尊重の取り組みの向上と改善に努めていきます。

１０. 啓発活動
商工中金グループは、役職員一人ひとりが人権問題に関する正しい理解と認識を深め

るため、人権啓発研修に取り組みます。

１１. 定期的な見直し
商工中金グループは、グループ内外の環境変化を踏まえて、人権尊重に関する取り組

みを強化していくため、本方針について、定期的な見直しの要否を検討するほか、必要
に応じて見直しを行います。
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役職員の人権の尊重
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役職員の人権を尊重するとともに、働きがいのある職場づくりと風通しの良い組織風土を醸成することに努めます。

ハラスメントの防止 DE&Iの推進

商工中金は、あらゆる事業活動において、人種、民族、宗教、国籍、出
身、信条、年齢、障がいの有無、性別、性的指向や性自認等を理由とし
た差別や、人間の尊厳を傷つけるいかなるハラスメントも容認しません。

ハラスメントに関する相談窓口を、当金庫内部及び外部へ配置し、適切
な対応を行っております。

ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン（DE&I）に積極的に取
り組んでいます。

多様な視点や能力、価値観を持つ社員一人ひとりが、バックグラウンド
に関わらず公正・公平な機会を通して活躍できる環境を整備し、多様な
人材の能力発揮と働き手の幸せの向上を目指しています。

人権啓発研修の実施

役職員一人ひとりが人権問題に関する正しい理解と認識を深めるため、
人権啓発研修に取り組んでいます。

研修の内容

• 企業活動における人権尊重の重要性、
同和問題、LGBTQ+への配慮やALLYに
ついて理解を深める職場内必須研修をは
じめとする各種研修を実施しています。

• 2025年度は、「障がい者に対する合理的
配慮」に関する啓発強化を行いました。

実績

• 全社員向け1回/年

• 役員・営業店長向け2回/年

• 新任支店長、新任次長等各階層向け
2回/年

• 新入社員向け1回/年

女性活躍

女性活躍を経営課題と認識し、積極的に取
り組んでいます。

障がい者雇用

障がいのある社員と
の継続的な対話を行
い、より働きやすく、
能力を発揮できる環
境を整えることで、
各配属先での活躍を
サポートしています。

13.2％
（2025年度）

46.1％
（2025年度）

実績

20％

50％

2026年度
（目標）

管理職に占める
女性労働者の割合

新卒者採用に占める
女性労働者の割合

障がい者雇用率2.87％
(2025年6月1日時点）

16 13 9

45 48 51

2023年4月 2024年4月 2025年4月

新卒採用者数
配属先数
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株式会社商工中金MIRAIハーベスト設立

障がいのある方が個々人の才能や能力を十分に発揮できる環境を整備し、活き活きとやりがいをもって、安心して働きつづける
ことのできる職場づくりを目指しています。主に事務面から商工中金グループを支え、PURPOSEの実現に貢献してまいります。
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障がい者雇用促進を目的とした、商工中金100％出資の子会社「株式会社商工中金MIRAIハーベスト」を設立しました。

名称 株式会社商工中金MIRAIハーベスト

所在地 東京都東村山市美住町２丁目１０－１
代表者 船曵 泰雄
資本金 1,500万円
事業内容 商工中金グループ内の事務受託等
設立日 2025年 4 月 1 日

2023年度 2024年度 2025年度

雇用率実績 2.44％ 2.73％ 2.87％
雇用率実績は各年度6月1日時点における商工中金単体の実績（2025年6月1日時点の法定雇用率は2.5％）

商工中金は従来から障がい者雇用に取り組んでおり、今後も積極的に
障がい者雇用を進めていく方針です。今回設立した子会社とともに、
多様な人財が活躍できる環境を整えています。

商工中金MIRAIハーベストは、東京都東村山市
の商工中金美住ビルに本社を置き、2026年4月
より本格的に営業を開始する予定です。
商工中金からの業務委託に基づき、お客さまへ
発送する資料の準備や各種データ入力業務を担
うほか、段階的な業務拡大に向けて新規事業に
ついても継続的に検討を進めています。

会社概要

商工中金MIRAIハーベストのチームミッションなお、同社は今後の雇用状況に応じて『障害者の雇用の促進等に関する
法律』に基づく特例子会社(※)の認定を申請する予定です。

【参考】障がい者雇用の状況

(※)特例子会社とは、障がい者の雇用に特別な配慮をし、『障害者の雇用の促進等に
 関する法律』第44条の規定により、一定の要件を満たした上で、厚生労働大臣の
 認可を受けた会社を指します。特例子会社となることにより、障害者雇用率の
 算定において親会社と同一の事業所として取り扱われます。

Topic
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DE&Iトップステイトメント

私たち商工中金にとり最も大切な経営資本である役職員全員が、心身共に健康で、活き活きとやりがいを持って働ける組織とするために、
「ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン」を推進します。

皆さんの前向きなチャレンジを奨励し、働きがいのある組織とするため、経営陣一同は積極的に皆さんの声を聴き、全力で皆さんの成長
をサポートします。

商工中金では働く全ての役職員がその能力を発揮し、活躍できる環境を整えていくため、多様性の確保の方針「DE&Iトップ
ステイトメント」を定めています。

DE&Iトップステイトメントに基づき、全役員、及び全拠点で「DE&I宣言」を策定。宣言内容を社内で公開するとともに、
拠点毎にDE&I推進責任者・担当者を配置し、全社一体でDE&I推進による企業変革に取り組んでいます。

ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンの推進を通じ、組織として目指すこと

1. 役職員一人ひとりが持つ個性や多様性（人種、民族、宗教、国籍、出身、信条、年齢、障がいの有無、性別、性的指向や性自認の他、キャリアや
働き方、考え方等）を尊重し、バックグランドに関わらず公平・公正な機会を提供することに努め、その能力を最大限発揮できる職場にします
その取組みの中で、特に女性の活躍推進を図り、管理職への登用を拡大させます

2. 本部と営業店の全ての組織間・内の風通しを良くし、誰もが安心して自由闊達に意見を述べ合い、助け合い、協力し合いながら、共に成長する組
織風土を醸成します

ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンの推進を通じ、商工中金で働く皆さんに期待すること

1. 自分に限界を設けず、自分の力を信じ、自己研鑽に励み、チャレンジすること
2. 前例にとらわれず、柔軟な発想で業務に取り組むこと
3. 役職、経験に縛られることなく前向きな意見具申をし、他者の意見にも耳を傾けること
4. 日々共に働く仲間を思いやり、敬意をもって接すること
5. 社内外とのつながりを積極的に持ち、多様な価値観に触れること

DE&Iロゴマーク

トップステイトメントの理念浸透を目的にロゴマークを策定。
多様な色・形を組み合わせることで一人ひとりの個性や考えが包摂され、意見を述べやすく風通しの良い組織の姿を表現。
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お客さまの人権の尊重、協調
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全てのお客さまの人権を尊重し、公正で責任あるサービスを提供します。
中小企業の金融の円滑化を目的とする金融機関としての役割を常に意識し、お客さまとの建設的な対話と相互の理解に基づき、
人権に対する負の影響を確認しその縮小に向けた対応策実施の働きかけを行うよう努めます。

お客さまへの合理的配慮の提供 お客さまとの対話

障がいのあるお客さまへの応対における「合理的配慮の提供」について
社員への研修啓発を強化、全社員が受講する職場内必須研修においても
継続的に徹底を図っています。

【事例】
聴覚に障がいのあるお客さまとの応対に際しては、音声認識で声を文字
化する業務用スマートフォンのアプリ「UDトーク」を活用、スムーズな
コミュニケーションへ工夫しています。

商工中金は、中小企業の金融の円滑化を目的とする金融機関としての役
割を常に意識し、お客さまとの建設的な対話と相互の理解に基づき、人
権に対する負の影響を確認しその縮小に向けた対応策実施の働きかけを
行うよう努めております。

環境・社会に対し負の影響を及ぼす可能性が高い事業との取引（P.40）
については、取組方針を定め、対応をしていきます。

個人情報保護の取組み

「個人情報の保護に関する法律」の趣旨を踏まえ、個人情報保護に係る
取組方針等に関する宣言（「個人情報保護宣言」） をウェブサイト等で
公表し、厳格な安全管理体制のもと個人情報保護に取り組むとともに、
継続的に改善するよう努めています。また、個人情報保護窓口において、
個人情報保護に係る相談や開示請求等の手続きのご案内をはじめ、各種
請求を受け付けています。

外部データを活用した調査

外部データを活用して、
貸出取引先（約7万社）の調査を実施

雇用・労務に関連する、
お客さまの経営リスクを認識

Topic
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サプライヤー（購買先、外部委託先）との協調
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商工中金グループの事業活動は、サプライヤーの協力により支えられています。
全てのサプライヤーの人権を尊重するとともに、公正・適正な取引に努めます。

サプライヤーとの協調

主要なサプライヤーに対し、「グループ人権方針」を共有し、人権尊重への理解と協力を求めていきます。

サプライヤーとの取引関係を通じて人権侵害が生じるおそれがある場合は、建設的な対話と相互の理解に基づき、
ともに協力して適切に対応するよう努めます。

これまでに主要なサプライヤー約200社に対し、
「グループ人権方針」の共有と救済窓口の通知を行っております。

外部データを活用して、お取引のあるサプライヤー400社以上のスクリーニング調査を実施しました。
具体的な取組み

購買先、外部委託先 「グループ人権方針」
の共有、救済窓口の通知

建設的な対話と
相互の理解
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救済メカニズム
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役職員や、提供する商品・サービスが人権に対して負の影響を引き起こした、
あるいは負の影響を助長したことが明らかになった場合は、適切に対応し、その救済に努めます。

相談受付体制

寄せられる声 対応フロー

サプライヤー他

報 告受 付 分析・対応

窓
口
部
署
に
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る
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・
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門
部
署
へ
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一
報

状
況
把
握
・
対
応
検
討

傾
向
分
析
・
業
務
改
善

関
係
部
と
の
連
携
・
対
応
実
施

報告

対応

各相談窓口への
相談・通報

※公益通報者保護法等の対象は、法に則り対応

LGBTQ＋への取組み
商工中金ではLGBTQ+などの性的マイノリティの方の人権尊重に取り組んでいます。グループ人権方針で、あらゆる事業活動において性的指向や性自認に基
づく差別を容認しないことを明記するとともに、LGBTQ+など性的マイノリティの方本人、及び本人以外の方からの性的指向・性自認等に関する相談窓口を
設置して相談に対応しています。2025年11月、LGBTQ+への取組みの評価指標「PRIDE指標」において、最高評価の「ゴールド」を受賞しました。

経営会議

各種会議体

社員

お客さま

Topic



• 本資料は、情報提供のみを目的として作成されたものであり、記載されている意見や予測は株式・債券の募集、売出し、
売買などを勧誘するものではありません。

• 本資料には、将来の見通しに関する記述が含まれています。将来の見通しに関する記述については、作成（または別途
記載された日付）時点のものであり、その時点で入手可能な情報に基づく前提、計画、期待、判断及び仮定を使用して
います。また法令・ガイドライン等においてはその時点での内容及び解釈に基づくものであります。

• これら将来の見通しに関する記載は、様々なリスクや不確定要因の影響を受けるため、現実の結果が見通しから大きく
異なる可能性があります。これらの記述は、本資料のために作成されたものであり、これらを随時更新する義務や方針
を商工中金は有しておりません。

• ここに記載されている内容は、商工中金が信頼に足り、かつ正確であると判断した情報に基づき作成していますが、経
済環境等の不確実な要因の影響を受けるものであり、商工中金がその正確性・確実性を保証するものではありません。
また、ここに記載された内容が事前連絡なしに変更されることもあります。

商工中金
経営企画部 サステナビリティ推進室

TEL: 03-3246-9545

ご照会先等

Copyright © SHOKO CHUKIN BANK All Rights Reserved.
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